
東洋大学地域再生支援プログラム対象事業の関心表明 募集要項 
 
１ 趣旨 
東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻では、地域の経済的な課題を公民連携(パブ
リック・プライベート・パートナーシップ、以下「PPP（注１）」)手法を用いて解決する
ため、本専攻の教員および社会人大学院生が調査を実施し、その結論に基づいて助言を行

う活動として、地域再生支援プログラムを開始しております。今般、平成１９年度に創設

された文部科学省の大学院教育改革支援プログラムとして選定されたことを踏まえて、広

く対象事業を募集することにしたものであります。 
注１：PPPとは、公共サービスの実施、公有資産の活用、企業誘致、起業支援、商店街再生、まち

づくり、まちおこしなど幅広い分野における公共的な目的を達成するために、PFI、指定管理者、民

営化、市場化テスト（以上公共サービス型 PPP）、公有地活用、公有建物活用（以上公共資産活用

型 PPP）、規制、規制緩和、補助金、税制、金融（以上規制・誘導型 PPP）などの多様な手法を用

いて、行政、民間企業、NPO等市民団体、市民、大学などが互いに責任ある役割を分担して実施す

る活動を総称する包括的な概念です。 

 
２ 調査方法 
（１） 簡易調査 
①地域の経済的な課題を解決し公共的な目的を達成するための計画または計画案が既に

地域において立てられているケースを対象とします。 
②計画または計画案に対して、PPPの観点から妥当性、実現可能性を評価するものです。 
③公共サービス型、公有資産型、規制・誘導型のすべての分野を対象にします。 
④調査期間は、数日～1、2週間を基本とします。 
（２） 本格調査  
①地域の経済的な課題を解決し公共的な目的を達成するための計画または計画案が立て

られていないケースを対象とします。 
②PPP 手法の適切な組み合わせと最適な民間提案を誘導するための進め方に関する概念
設計（注２）を行うものです。 
③原則、公共サービス型 PPP、公共資産活用型 PPPを対象とします。 
④調査期間は、数ヶ月を基本とします。 

注２：概念設計とは、PPP 手法で用いられる民間提案公募の募集要項の概念設計です。たとえば、

目的の合理性、達成される事業のイメージ、官民の役割分担、民のための魅力付け、民に提示する

条件の明確化、選定基準概要、募集要項作成上の留意点などを設計するものです。具体的事業は、

公募により選定された民間事業者が実施するものであり、東洋大学自体が民間提案を行う、民間事

業者を紹介するなど何らかの責任を行うものではありません。なお、具体的な設計の項目は課題に

よって異なります。 



（１）、（２）の中間的な形態も想定していますので、ご相談ください。 
 
３ 調査内容 
（１）調査方針  

PPPの観点から客観的に実施いたします。特定の結論に誘導することはいたしません。 
（２）協定   

調査開始時点で、公民連携の推進に関する協定を締結いたします。 
（３）方式 

ケースバイケースですが、地元側からのプレゼンテーション、資料分析、ヒヤリング、

現地視察等を組み合わせて実施します。 
（４）成果物  

調査報告書は、簡易調査、本格調査により数ページから数十ページの印刷物とし、終

了後に報告書一部とデータファイルをお渡しします。 
知的所有権は大学が保有しますが、調査目的に合致する限り申請者が自由に利用する

ことができます。調査結果または調査結果概要は、専攻ホームページ等を通じて公開

されます。 
（５）費用負担 

原則として、本学教員・院生の現地への出張旅費、報告書作成費は無償です。 
（６）継続的な支援 

 
 
４ 募集内容 
（１）対象自治体  

主に市区町村を想定していますが、都道府県、広域連合等の形態を問いません。 
（２）対象地域  

限定はありません。都市部、地方圏ともに含みます。 
（３）調査時期  

平成 20年度上期または下期（平成 19年度中にモデル的に簡易調査として実施するこ
ともあります。） 

（４）関心表明  
別紙の関心表明書をメールにて事務局（ppp@hakusrv.toyo.ac.jp）にご送付ください。
関心表明時点での機関決定は不要です。関心表明後速やかにご相談を開始し、後述の

採択要件に沿って適否を判断させていただきます。申請者のご都合により、関心表明

後の取り下げは随時可能です。 
（５）相談期間   

募集開始後、随時趣旨や条件に関するご相談を受け付けます。ご相談は原則として東



洋大学大手町サテライト（住所後述）における面談としますが、メール、電話等での

ご連絡にも対応いたします。 
（６）募集期間   

関心表明書は随時受付を開始いたします。締め切りは設けず継続的に募集を行います

が、体制整い次第順次準備を開始します。予定数に達した段階で募集を一時停止する

ことがありますので、ご了承ください。 
（７）採択要件  

以下の要件および本専攻のリソースとの親和性などから総合的に判断させていただ

きます。 
①調査テーマの具体性・必要性・緊急性 
②地元側のコンセンサスおよび実施体制の充実度（院生の在籍状況など） 

（８）採択予定件数 本格調査 半期 1、2件、簡易調査 半期 5~10件程度（予定） 
（９）結果の連絡 

個別にご連絡いたします。採択された案件はホームページ等により公表されます。 
 
本件に関するお問い合わせ先 
〒100-0004 
東京都千代田区大手町２－２－１新大手町ビル内東洋大学大手町サテライト 
東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻  教授／専攻主任 根本祐二 
同 事務局                           藤塚美帆子 
電子メール：ppp@hakusrv.toyo.ac.jp 
電話：０３－３２３１－１０２１（平日 1400~2100) 
専攻 HP http://www.pppschool.jp 
 



プログラムのフロー図 
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